
 

 

 

令和３年度 第１回藤沢市教育振興基本計画評価委員会議事録 

 

                 日時  ２０２１年（令和３年）６月２８日（月） 

                 場所  藤沢市役所 ３－３会議室 

 

開  会 

○藤井委員長 それでは、ただいまから令和３年度第１回藤沢市教育振興基本計画評価委員会を

開会いたします。 

 お手元の次第に沿いまして議事を進めてまいりたいと思います。 

 最初に、事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○事務局（森） それでは、議題に入ります前に、本日配付をいたしました資料の確認、また評

価委員会の概要についてご説明をさせていただきます。 

 まず、資料の確認でございます。 

 資料１は、藤沢市教育振興基本計画評価委員会委員の名簿です。資料２は、本日の座席表です。

資料３は、評価委員会の設置要綱です。要綱の第５条第３項で「会議は、委員の過半数の出席が

なければ開くことができない」とあります。本日は全委員にご出席をいただいておりますので、

会議は成立しております。資料４は、評価委員会の傍聴規程です。会議の傍聴に関し、必要な事

項を定めたものでございます。資料５は、今年度の点検・評価重点事業の一覧、また実績報告書

を取りまとめたものでございます。最後に資料６は、教育振興基本計画全般の全実績の報告書で

ございます。 

 資料の説明については以上でございます。 

 続きまして、評価委員会の概要についてご説明をいたします。 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条において、教育委員会は、その権限に属す

る事務について点検・評価を行い、その結果に関する報告書を議会に提出し、公表しなければな

らないとされております。 

 また、点検・評価に当たっては、学識経験を有する方や地域住民、保護者の方などの知見の活

用を図るものとされていることから、昨年度に引き続きまして、資料１に記載の４名の評価委員

会委員の方々を６月１日付で委嘱をさせていただきました。 

 本市の点検・評価では、教育振興に関する施策の総合的・計画的な推進を図るため策定されま

した藤沢市教育振興基本計画をもとに、計画に位置づけられた事業について、事業主管課が自己

評価方式における点検・評価を実施しております。 

 また、教育委員会と評価委員会委員におきまして、計画に位置づけられた事業のうち、５つの

基本方針から偏ることなく、かつ教育部所管の事業の中から、今年度特に点検・評価が必要であ

ると判断されたものを重点事業として選定し、こういった評価委員会を通じて、点検・評価を実

施しているところでございます。 
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 今年度の重点事業につきましては、本日の委員会に先立ちまして、委員の皆様方との事前協議

を経て選定をさせていただきました。各事業主管課におきましては、委員からの講評を踏まえま

して、今後の事業の方向性などを定めてまいりたいと考えております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○藤井委員長 説明が終わりました。 

 ただいまの説明に関して、ご質問がありましたらお願いいたします。 

 

１ 議 題 

 （１）教育振興基本計画評価対象事業にかかる説明及び質疑について 

○藤井委員長 それでは早速、議題（１）「教育振興基本計画評価対象事業にかかる説明及び質

疑について」に入りたいと思います。 

 初めに、事務局から説明をお願いいたします。 

○事務局（森） 資料５「点検・評価重点事業報告書」の１ページ目をご覧ください。 

 今年度の点検・評価重点事業につきましては、委員との事前協議を経まして、次の３事業を選

定しております。 

 事業コード２２１「学校安全対策事業」、事業コード３２２「地産地消の充実事業」、事業コー

ド５３３「日本語を母語としない児童生徒への支援事業」、以上の３つの事業でございます。 

 これらの選定事業につきまして、この後、担当課から５分程度で説明をさせていただきまして、

その後、事業内容等について委員から質問をいただく形で進めてまいりたいと考えております。 

 事務局からは以上でございます。 

○藤井委員長 それでは、事業説明及び質疑に入りたいと思います。 

 順番につきましては、一覧に記載のとおり事業コード順に進めてまいります。 

 初めに、基本方針２「安全・安心で、学びを支える学校づくりを進めます」の施策の柱２「安

全・安心で快適な学校施設等の整備」から、実施事業１「学校安全対策事業」について説明をお

願いいたします。 

○教育指導課（坪谷課長） それでは、事業コード２２１「学校安全対策事業」について説明い

たします。 

 本事業は、児童生徒の安全確保及び学校の安全管理を図ること、また、児童生徒及び教職員の

防犯意識を高め、安全・安心な環境での学習活動を図ることを目的としています。 

 具体的な事業内容といたしましては、次の３点となります。 

 １点目として、学校非常通報システムの整備・運用、これは各教室に非常用押しボタンを設置

し、非常時に押すことで警備会社につながるというシステムでございます。２点目として、地域

において、子どもの安全確保に向けた体制の要としての役割を担うスクールガード・リーダーの

配置、３点目といたしまして、学校の防犯カメラの設置を行うことでございます。 

 計画における方向性でございますが、学校非常通報システムの整備・運用と、スクールガー

ド・リーダーの配置を継続し、児童生徒の安全・安心の確保に努めること、また、本市立小・

中・特別支援学校に防犯カメラを設置することとしております。また、年次ごとの取り組み計画
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につきましても同様に設定しております。 

 令和２年度の取り組み実績といたしましては、全５５校の非常通報システムの設置・運用、ま

た、防犯カメラを設置し、不審者等の侵入に備えてまいりました。また、市内１０地域、３５小

学校区にスクールガード・リーダーを配置し、児童生徒の登下校時や放課後の安全に寄与するこ

とができました。 

 令和２年度の自己評価に関しては、Ｂとしております。その理由でございますが、全５５校に

防犯カメラを設置し、令和３年度から運用を開始できる状態になったこと。また、全１０地区に

スクールガード・リーダーを配置することができました。その一方で、令和２年度には新型コロ

ナウイルス感染症の影響で、例年行っておりますスクールガード・リーダーが集合しての情報交

換会や、おはようボランティア、地域組織との連携を思うように行うことができなかったためで

ございます。 

 また、人材確保についても、スクールガード・リーダーのなり手を見つけることが容易でない

ことが課題となっております。 

 これらの課題を踏まえた今後の取り組みにつきましては、集合しての情報交換ができなかった

場合でも、スクールガード・リーダー等と個別に連絡をとり合いながら、効果的な活動につなが

るよう情報を共有してまいります。また、防犯カメラと非常通報システムを継続して運用し、児

童生徒の安全・安心の確保に努めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○藤井委員長 ただいま担当課から説明がございました。 

 これから質疑に入りたいと思います。説明に対するご質問をお願いいたします。どうぞ。 

○田中委員 日ごろより児童生徒の安全のために環境を整備してくださり、ありがとうございま

す。全校に防犯カメラが設置されたことで、安心とともに、防犯への意識を再確認し、より引き

締めていこうと感じました。 

 私からは４点質問させていただきます。 

 １つ目、スクールガード・リーダーの人材確保が課題となっておりますが、今後どのように必

要な人材を確保していくのか、現時点での取り組みを教えていただきたいです。 

 ２つ目、１０地区に１名配置で活動していただいておりますが、これは適正な人員配置でしょ

うか。今後スクールガード・リーダーをふやす予定はあるのか、教えてください。 

 ３つ目、スクールガード・リーダーと地域のボランティアとの連携について、具体的な取り組

み事例を教えていただきたいです。 

 ４つ目、各校に設置した防犯カメラで不審者を発見したと想定した訓練を、今後校内で行って

いく予定があるのか、または既に実施している事例があれば、紹介していただきたいと思います。 

○教育指導課（坪谷課長） まず１つ目、スクールガード・リーダーの人材確保でございますが、

現在、警察のＯＢの組織がございまして、そこの組織と連携をとりまして、推薦をいただいてお

ります。その方にスクールガード・リーダーの任に就いていただいているという状況でございま

す。 

 ２つ目の、１０地区に１名配置ということで、適正な人員配置かということ、また、ふやす予
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定ということですが、現在お一人のスクールガード・リーダーに小学校３校か４校を担当してい

ただいています。各校、週１日から２日、見守り活動をしていただいていますが、さらなる防犯

強化の観点から考えますと、決して十分であるとは言えない状況もございます。そのあたりが課

題であると考えておりますので、今後また考えていかなくてはいけないと考えております。 

 ３点目、スクールガード・リーダーと地域のボランティアとの連携です。先ほどもご説明した

ように、昨年度はコロナということでなかなかできなかった部分もあるのですが、おはようボラ

ンティアさんとの情報交換ということで、学校において懇談会を持ったり、また、日常的にはお

はようボランティアさんとも連携しながら、その場その場で状況の確認をいただいたりしながら

活動してくださっているということが１つあります。また、地域の防犯組織の方々と連携をとっ

て、パトロールをしていただいたり、地域の防犯関係の会議等に参加してくださったりしている

方もいらっしゃいます。 

 ４つ目、防犯カメラを使っての訓練ということです。防犯カメラについては今年度の４月から

運用を開始しているので、防犯カメラを活用した訓練を行っているとか、考えているというよう

なことは、こちらではまだ把握していないのですが、既に配置してある非常通報システムについ

て、それを活用して、不審者の侵入を想定した防犯訓練のようなものは、学校で既に行っており

ますので、今後、防犯カメラを使っての訓練というようなことも考えられるのではないかと思い

ます。そういう取り組みを、教職員に対して周知というようなこともしていけるのではないかと

思っております。 

○田中委員 今年、池田小学校の痛ましい事件から２０年がたちました。当時、長男が小学校に

入学する前年の出来事でしたので、安全であるはずの学校で起きてしまった事件に大変大きな不

安を抱いたことを昨日のことのように覚えております。 

 今でも、学校に行くとき、「行ってらっしゃい」と見送ってから、「おかえりなさい」と迎える

まで、ごくごく当たり前のやりとりに安心する毎日です。これからも児童生徒が安心して学校生

活を楽しめるよう、未然に犯罪を防ぐことにも力を入れていただきたいと思います。 

 私からは以上です。 

○藤井委員長 続きまして、安藤委員、お願いいたします。 

○安藤委員 今までの説明で、幾つかわかりましたので、私の質問を省略する部分もあります。 

 先ほど、スクールガード・リーダーの経歴は、警察のＯＢの方が中心ということで、妥当なこ

とであろうと思うのですが、警察以外の地域の方ということはあまりお考えになってないのかな

ということが１つ。 

 それから、学校の非常通報システムの概要を先ほど伺いましたが、要は、教室で警報のボタン

を押すと、すぐ警備会社につながる、または当然職員室にも何らかの連絡ができる、そういうこ

とでよろしいのですね。 

 これを有効に使うためには、先ほどのご質問にもありましたが、やはり対応の訓練はするべき

ではないか。これは意見ですけれども、お願いします。 

 それから、監視カメラについてですが、まだ運用が始まったばかりということです。私たちの

地域に県立清流高校があるのですが、そこで不審者の侵入があって、監視カメラが有効に作動し
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たという事例を聞いたことがあるので、そういう効果というか抑止力が相当期待できるのではな

いかと思っています。 

 地域との情報交換会の中で、自治会の方々も、例えば公園に監視カメラをつけたいが、どうす

ればいいかとか、そういった話が、我々の三者連携の会議の中でもちょこちょこ出てくるのです。 

 そういったことで、地域ぐるみで、監視カメラも含めて、子どもたちへの防犯対策というのは、

できればいろいろな連携をして、学校にもついていますよ、地域でも通学路のここにはつけてい

ますよとか、そういう情報交換をして、全体の安全が高まれば、より効果があるのではないかと

いうことです。これも意見ですけれども、監視カメラに限らないのですが、地域の方々との情報

交換をやっていただくと、より一層効果が高まるのではないかという気がします。 

 以上、質問と意見を言わせていただきました。 

○教育指導課（坪谷課長） まず、スクールガード・リーダーの警察以外の地域の方の活用とい

うことですが、実際、今まで防犯や交通安全の専門性ということで、警察のＯＢの方に担ってい

ただいていましたが、警察のＯＢに限ってしまうと、お願いできる方がなかなか見つからなかっ

たという時期もございました。そのときには、近隣にお住まいの元教員、子どもたちの防犯とか

安全ということにも詳しい元校長のＯＢにお願いをしたこともございます。 

 今後この事業をさらに進めていくに当たっては、警察以外の地域の方にも担っていただけるよ

うなことも、将来的には可能性があること、必要なことではないかと考えております。 

 また、ご意見としても伺ったのですが、防犯カメラ等につきましては、子どもたちが安全・安

心に通学するために、危険箇所などの防犯カメラの設置状況の把握ということは必要であると捉

えております。学校等と連携して、通学路における危険箇所の防犯カメラの設置状況について、

地域の方とも情報を共有して、情報集約をしていかなくてはならないと考えておりまして、今そ

れを進めているところでございます。 

 通学路の防犯カメラの設置となってくると、場所ですとか、管理者等の課題もあるというとこ

ろで難しい面もあるのですが、子どもたちの防犯や、安全の確保ということで、地域の皆様や関

係機関等と連携しながら、安全対策の強化ということでの必要性は非常に大きいと思いますので、

そういうことを念頭に置いて取り組んでいく必要があると考えております。 

○安藤委員 防犯カメラについては、自治会とか地域の団体がつけたいといっても、そう簡単に

お金が出るわけでもないし、なかなか難しいのですけれども、通学路であるから何とかしてくだ

さいとか、学校からの一押しがあると、設置についてのハードルが少し下がるのではないかとい

う気もするので、そういう意味ではぜひ連携をしてやっていければいいなと思っています。 

○藤井委員長 それでは、渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 私からは１点だけ質問いたします。 

 いただいた資料の中に、「スクールガード・リーダー説明用」と書かれた配付資料がありまし

て、その中に（３）活動報告書について、そこに波線で、年間活動時間は１人５７６時間ですと

書いてありますが、この算出根拠といいますか、一体どういった活動にどれだけの時間を使うこ

とを想定しているのかということを教えていただければと思います。 

○教育指導課（坪谷課長） スクールガード・リーダーの活動につきましては、登下校時の安全
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指導ということで、多くの方が朝は１時間１５分程度、下校時（放課後）の活動がおよそ１時間

３０分程度。平均すると、１日に２．７時間程度の実績がございます。 

 その時間、１日２．７時間掛ける授業日数、２０４日が平均でございますので、それを掛けた

数に、学校に対する安全指導への助言ですとか、地域との連携ということで、プラスアルファの

時間が２５時間程度なんですが、それで５７６時間というふうに現在は算出しております。 

○渡邊委員 そうすると、活動の大部分は登下校時の通学路における見回りということでよろし

いのでしょうか。 

○教育指導課（坪谷課長） はい、そのとおりです。 

○藤井委員長 私からは２点ほど質問をさせていただきたいと思います。 

 １点目は、防犯カメラの設置がすごく有効だったという事例が何かありましたら教えていただ

きたいということです。 

 ２点目は、スクールガード・リーダーが１地区１名ということで、現在非常に大変で、ふやし

たいというお話があったように思うのですけれども、もし地区ごとの課題があったら教えていた

だきたいと思います。 

○教育指導課（坪谷課長） まず防犯カメラは、今年度４月に運用スタートになりました。まだ

事例は少ないのですが、その中で１つあったことは、休日中に学校の門が壊れていたという案件

がございました。そこで、いつ、何が起きたのかというのがわからなかったものですから、防犯

カメラを確認したところ、こういう状況だったのではないかというのが推測できたという事案が

報告されております。 

 また、門のあたりに「防犯カメラ稼働中」という看板を出しておりますので、そのこと自体が

抑止、未然防止ということにつながっているのではないかと考えております。 

 ２つ目のスクールガード・リーダーさんに伴う地区ごとの課題ということですが、これまでは、

地域によって、警察ＯＢの担い手の方がなかなか見つからなかったということもございましたが、

地域の防犯等の組織自体が、地域によって差があるということです。我々教育委員会の事務局も、

地域の交通安全とか防犯組織の会議等に呼ばれて行くこともあるのですが、それが全地区に同じ

ように行われているということではございません。そこにスクールガード・リーダーもかかわっ

ているのですが、地域によって取り組みに差があります。また、ボランティアを担う人材確保の

点についても地域差があるということは課題であると考えております。 

○藤井委員長 そうしますと、地域ごとや地区ごとの取り組みに沿うような形で、またスクール

ガード・リーダーの活用みたいなところも考えていきたいということでよろしいでしょうか。 

○教育指導課（坪谷課長） 会議がある地域については、スクールガード・リーダーさんもその

会議に積極的に出席したいのですが、先ほどの活動時間の予算には限りがあるというところもあ

るので、そういう意味でも、柔軟に対応していただけるような仕組みは必要かなと考えておりま

す。 

○藤井委員長 ほかの委員の皆さんから、このやりとりを通しまして、改めて質問や聞いておき

たいことがありましたら、今聞いていただけたらと思いますが、いかがでしょうか。 

 それでは、次に進みたいと思います。 
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 基本方針３「子どもたちの健やかな成長を支えるため、学校・家庭・地域の連携・協働を進め

ます」の施策の柱２「学校・家庭・地域等の連携・協働の推進」から、実施事業２「地産地消の

充実事業」について説明をお願いいたします。 

○学校給食課（神谷課長） それでは、事業コード３２２「地産地消の充実事業」の概略を説明

してまいりたいと思います。 

 事業目的といたしましては、地産地消のよさ、豊かさとか、ありがたさといったところでしょ

うか、児童生徒の感謝の心に結びつける場という事業でございます。 

 事業の内容につきましては、学校給食に安全・安心・新鮮な地元農水産物などの給食食材の使

用を推進させていただきまして、地産地消の充実を図るものでございます。また、学校給食を介

しまして、生産者と児童生徒との結びつき、それを学びの機会として、感謝の心を育てるという

ものでございます。 

 計画における方向性です。市内小学校の４校に設定しておりますが、「地産地消推進モデル校」

の取組を含めまして、学校給食において地場産物の使用がより円滑にできますように、調整を進

めてまいりたいと思います。 

 また、供給可能な地場産物を生かせるような料理の献立ですとか、提供の時期といったことも

考えてまいりたい。そして、生産者と児童生徒の交流や食農体験といったものも支援してまいり

たいと考えております。 

 令和２年度の取組の目標といたしましては、これは前年度の実績を引いてきたものでございま

すけれども、食材の品目数としては、年間３６品目を使えればと考えており、市内産食材を使っ

た藤沢ランチの実施は、年間９回ほどできたらというところを目標として取り組んでまいりまし

た。 

 実績といたしましては、品目におきましては、年間３７品目で、藤沢ランチの回数は、各校で

年間６回実施いたしました。モデル校は、先ほど申し上げましたとおり、４校で取り組みをして

おります。年度当初におきまして、緊急事態宣言下、学校の休校期間がございましたので、給食

の回数そのものも少なくなってございます。そういったところで藤沢ランチの回数が少なくなっ

てしまったということでございます。 

 自己評価は、Ｂとさせていただきました。地産地消推進モデル校は、４校目といたしまして、

中里小学校が令和２年度からモデル校の取り組みをしております。そういったところの評価です

とか、藤沢ランチを給食回数が少ない状況下でも維持ができたという評価で、Ｂでございます。 

 課題といたしましては、給食として使える食材の量の確保、あるいは品質の確保ということで

す。また、農業全体としての事情もあるのかと思いますけれども、つくってくださる生産者さん

がいなくなってしまうようなこともございます。そういった場面では、また新たな生産者との結

びつきを構築できたらと思っております。 

 今後の取組でございますが、生産者さんとの間で、献立と納品量や品質等に係る事前の協議と

いいますか、こんなふうにつくりたいのだけれども、こういうような食材はないだろうか、そう

いったお話し合いができればと思っております。また、地場産物利用に係るモデル校における使

用品目・量の充実と、モデル校以外でも地場産物を使った給食の提供の回数が多くできればと考
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えております。 

 事業の概要といたしましては以上です。 

○藤井委員長 ただいま担当課からご説明がございました。 

 ご質問をお願いしたいと思います。それでは、田中委員、お願いいたします。 

○田中委員 さきにいただいた資料で、中里小学校の食育だよりを拝見いたしました。身近な地

域の中で生産された食材がおいしい給食に変身するのは素敵ですね。ますます地域が大好きにな

るのではないでしょうか。 

 私からは３点質問させていただきます。 

 １つ目、生産者、市場関係者、学校給食関係者の意見交換の場で、具体的にどのような意見や

課題が出たのかを教えてください。 

 ２つ目、地産地消推進モデル校を拡大する予定、また対象となる学校はどのように選定されて

いるのか、教えてください。 

 ３つ目、中学校給食に取り入れるため、現在の取り組み状況と今後の課題を具体的に教えてく

ださい。 

○学校給食課（神谷課長） まず１つ目、生産者や市場関係者、学校給食関係者との意見交換の

場でどんな話し合いをしているのかということでございます。 

 まず学校給食側からは、給食で出したい献立、こんなものをつくりたいです、考えていますと

いうお話ですね。その材料について地場産物のものを確保できる量とか時期といった要望を伝え

たりしています。また、過去に使わせていただいた食材について、あのときのあれはよかったで

すよとか、子どもの喫食の状況がとてもよかったですよとか、そういった感想を伝えるというこ

ともさせていただいています。 

 また、市場関係者からは、その時期の作柄とか価格の傾向、例年より出荷が早まっていますよ

ということもあったり、ことしは収穫量が少ないよとか、例えばこんな作物を生産する農家さん

がふえてきたけれども、給食で使えないかなというようなお話があったりとか、そういった情報

を提供していただいたりしております。 

 生産者さんからも、こんな作物をつくってみたけど、給食で使えないかなというような積極的

なお申し出ですとか、例えばサツマイモをつくっていらっしゃる農家さんでは、４種類、サツマ

イモの品種のつくり分けをされているそうです。なので、そのサツマイモで大学いもをつくって、

食べ比べをしてもらったらどうかといったおもしろい提案をしていただいたというようなことも

ございました。 

 続きまして、２つ目の問いです。地産地消推進モデル校の拡充とか選定の仕方についてでござ

います。これまでの地産地消推進モデル校は、近隣に生産者がいらっしゃる地域ということで、

藤沢市の中で言うと、どちらかというと、北部の農業の生産地が学校の近隣にあるようなところ

をモデル校として設定してきた経過がございます。ただ、同じような手法ですと、市内全域でこ

れと同じようなモデル校をつくっていくことはできませんので、パイロット的に進めさせていた

だいた地産地消推進モデル校の取り組みのよいところを、ほかの地域の学校でも生かせるような

ことができたらなと思っております。 
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 納入業者さんと生産者との結びつきの中で、学校給食が必要としている作物を計画的につくっ

てくださる農家さんもいらっしゃるようになってきたのですね。そういったことも、ほかの学校

でも事業を広げるきっかけになるのではないかと考えております。なので、モデル校というあり

方はとてもすばらしいのですけれども、この手法だけによらず、藤沢ランチという形で、ほかの

学校でも地産地消メニューの提供ができるように努力してまいりたいと思っております。 

 次に、中学校給食に取り入れる際の課題です。中学校給食は、小学校とは提供の手法が異なっ

ておりまして、献立の決定とか食材の選定といったことは、教育委員会の学校給食課でさせてい

ただいているのですけれども、調理は市外の調理工場の事業者さんに委託をするというやり方を

しています。そこでつくられた給食がランチボックスに入って各校に届けられるということで、

人の手をたくさん経るのと、工程がさまざまあるのと、臨機応変に食材を供給することが少し難

しい状況です。 

 なので、藤沢ランチという形で食材を供給する場合には、あらかじめ収穫量とか質の安定が図

れるようなものに限って、流通業者さんを介して、製造工場のほうに納入をさせていただくとい

うやり方をしています。これもこちらのほうで、あらかじめこの時期にこういう作物がたくさん

欲しいということが供給側と調整がつけば、中学校給食においても広げていくことはできるのか

なと思っております。これも小学校とあわせて取り組んでいけたらなというところでございます。 

 私からは以上の３点をご説明させていただきました。 

○田中委員 私の実家は秋田県で農家をしております。今は、修学旅行で自分の実家に修学旅行

生が来て、いろいろな収穫の体験とか田植えの体験をしていると聞いてびっくりしました。藤沢

には自慢できる農水産物が身近にあって、それを子どもたちが学んで触れることで、ますます藤

沢を大好きになって、誇りを持ってほしいなと感じております。 

○藤井委員長 それでは、安藤委員、お願いいたします。 

○安藤委員 間違っていたら訂正してください。藤沢市のホームページを見たら、いわゆる地場

産物の使用品目というのが、毎年の実績みたいなものでずっと出ていたのですが、最近、品目が

減っているような気がしたのです。品目が多ければいいというものでもないと思うけれども、何

か大丈夫かなという気がちょっとしまして、それについてお聞きをしたいと思います。 

 それから、いわゆる農産物の農業体験みたいなことは大変いいことです。藤沢地区も小中学校

の生徒たちに米づくりの体験をさせるというグループがありまして、私も協力しているのですが、

言うはやすしで、最近のいろいろな状況でなかなか難しくなってきているのですね。学校が忙し

いというのが一番大きいのかなという気がするけれども。 

 それから、米をつくって、それをお餅にして食べさせるということで、いいではないかという

話なのだけれども、保健衛生上の理由から、簡単にやってもらっては困るみたいな話にだんだん

なってきて、それもなかなか難しい。管理された中で子どもたちがそういう農業体験をするとい

うのは本当に難しいのだなと実体験として思うのですね。その中で、そうやって給食の中に地場

のものがたくさん取り入れられているというのはとてもいいことで、それはぜひ進めていただき

たいと思うのですけど、どうすればいいのですかね。 

 以上です。 
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○学校給食課（神谷課長） まず使用品目についてでございますが、ホームページに年度ごとの

使用品目数を掲載させていただいております。最初２０品目台ぐらいからスタートをしまして、

だんだん数をふやしてきました。最大は平成３０年度の４０品目ですかね。これをピークにして、

最近また数としては少しずつ下がってきてしまっているようなところもあります。 

 その背景といたしましては、先ほど少し申し上げましたが、今まで協力いただいた生産者さん

がその作物をつくらなくなったとか、年によっては作物に病気がはやってしまって、給食で使う

だけの量が確保できなかったりしたこともございます。 

 品目がふえるほど給食としての豊かさ、華やかさにもつながりますので、大事な観点の１つで

はあります。また、地産地消推進モデル校以外のほかの学校でも、食材としての活用を図ってい

きたいというところもございますので、安定して供給できる品目をなるべくたくさんの生産者さ

んにご協力をいただけたらと思っております。品目数と、あと量のほうもあわせてご協力いただ

けるように、こちらからはお声がけして取り組んでまいりたいと思っております。 

 あと、体験、学びの手法についてですが、地産地消推進モデル校におきましては、例えば畑に

直接入って、トウモロコシをもぎ取らせてもらうといったことをしている学校もあります。 

 あと、地場産物に限らず、トウモロコシとかソラマメといった食材については、小学校の主に

低学年を中心にやっていただいていますけれども、皮をむいて、その様子を観察していくなど、

単に食べるということではなくて、食の原点を学ぶというところでしょうか、そういった教材と

しても活用させていただいております。それを、自分でむいたものを実際に給食で食べる。今ま

で苦手だったものも、自分がさわったものだと、興味を持って食べられるということもあろうか

と思いますので、そんな取組もいろいろな場面でやっていけたらなと思っております。 

○藤井委員長 それでは、渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 私から２点質問したいと思います。 

 １つ目は、藤沢ランチと、それから地産地消推進モデル校における地場産物使用という２つの

取組が出てきていますけれども、この２つの取組の違いといいますか、それぞれの取組の内容、

定義といったものを教えていただきたいです。 

 ２つ目は、モデル校での実施状況がわかる数字があれば教えていただきたいと思います。例え

ば地場産物を使用した給食を出した日数が年間でどのくらいとか、そういった数字がわかるもの

があれば教えてください。 

○学校給食課（神谷課長） まず藤沢ランチについてですが、藤沢ランチとして提供させていた

だいている場合には、藤沢産の食材を２つ以上扱っていますよということを銘打って取り組んで

ございます。 

 地産地消推進モデル校以外の学校では、業者さんに食材を発注することになりますので、もち

ろんそこで供給される食材というのは藤沢産のものになるのですが、流通を通じて入ってくると

いう形で、供給量として安定している時期にしかできないというところがございます。モデル校

では、量についての制約が少なくなりますので、生産者の方が学校に直接納めていただいている

ような産物もございます。もちろんモデル校でも、それだけでは賄いきれないので、流通を介し

て買っているものもたくさんあるのですけれども、近隣の農家さんから直接いただける旬のもの
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を新鮮なうちに使えるというところが違いだと思っております。 

 あと、モデル校での実施の状況がわかるようなデータでしょうか。モデル校以外の学校では、

藤沢ランチの提供を各学期に２回から３回程度やれたらなという目標を持っております。なので、

年間でいいますと、６回から９回程度、藤沢ランチが提供できたらという全体的な目標ですね。

モデル校の中でも、令和２年度中、一番多かった中里小学校では、年間３５回、藤沢産の食材を

使った給食の提供ができていると聞いております。 

○藤井委員長 私からは２点質問をさせていただきたいと思います。 

 課題に「給食として使用するための量や品質の確保」というのが挙げられているのですが、ど

ういう食材でその量や品質の確保というところに課題があるのか、もう少し具体的に教えていた

だきたいです。 

 もう１点は、新しいメニュー開発をどういうプロセスで行っているのかということについても

教えていただきたいと思います。 

○学校給食課（神谷課長） 量や品質の確保ですが、実はいろいろな料理で使うような、私たち

の家庭でも頻繁に使うような食材というのは、地場産だけでは賄い切れないというのがございま

す。具体的に申し上げますと、タマネギとかジャガイモといったものは、どうしても市内だけで

は供給ができないので、これは広く全国の産地から買って使っているという状況がございます。 

 あと、メニュー開発についてですが、夏休み、冬休み、春休み、３期のお休みの期間を使って、

栄養士によるチームで新たなメニューを考えて、実際に調理を行うなどしながら、給食への導入

を毎年毎年行っております。 

○藤井委員長 メニュー開発で、例えば生産者さんと一緒に進めていくとか、新しい食材という

ものを何か考えていこうとか、そうしたことまで含めてやられているのかという点につきまして

はいかがでしょうか。 

○学校給食課（神谷課長） 実際に調理をする場面に生産者さんが入っていただくということは

ないと思うのですけれども、日ごろのお話し合いの中で、こんな食材が作物としてあるけれども、

給食で使えないかなというようなご提案なども踏まえまして、特定の作物について導入を検討す

るということも、こういうお休みの期間を使ってできるかなと思っております。 

○藤井委員長 そうすると、積極的に生産者さんの意見も踏まえながら開発も行われているとい

う理解でよろしいでしょうか。――ありがとうございます。 

 ほかの委員の皆さんから追加でご質問がありましたらお願いしたいと思いますが、いかがでし

ょうか。――ありがとうございます。 

 それでは、次が最後の事業となります。基本方針５「すべての子ども・若者への学びのセーフ

ティネットを構築します」の施策の柱３「互いの違いを認め合う共生社会をめざし、多様なニー

ズに応じる学習機会の提供」から、実施事業３「日本語を母語としない児童生徒への支援事業」

について説明をお願いいたします。 

○教育指導課（坪谷課長） それでは、事業コード５３３「日本語を母語としない児童生徒への

支援事業」について説明いたします。 

 本事業は、日本語指導の必要な児童生徒が安心して学校生活や学習に取り組めるよう支援する
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ことを目的としております。 

 具体的な事業内容は３点ございます。 

 １点目は、日本語指導の必要な児童生徒に日本語指導員を派遣し、日本語の学習や学校生活へ

の適応について支援すること。２点目は、日本語を母語としない児童生徒の状況や困り感に対す

る教員の理解を図るために研修等を実施すること。３点目は、国際教室配置校の担当教員に対す

る情報共有や研修を実施することとなっております。 

 なお、国際教室につきましては、各小中学校に日本語指導が必要な外国籍児童生徒が５名以上

在籍する場合に設置されることになっております。 

 計画における方向性につきましては、日本語指導を必要とする児童生徒に対する支援や研修の

充実を図るとともに、早期に日本語を習得できるような初期指導のあり方について今後検討して

まいります。また、日本語を母語としない児童生徒や保護者の支援につながる情報を共有し、各

学校で活用できるように進めてまいります。 

 年次ごとの取り組み計画につきましては、日本語指導員をニーズに合わせて各学校へ派遣する

こと、また、ここには国際理解担当者会と大くくりにして書いてあるのですが、国際教室や外国

語教育、校内支援等の担当者会等を実施し、研修等を実施していくということで考えております。 

 令和２年度の取り組み実績でございますが、日本語指導員を小・中・特別支援学校合わせて、

全５５校中３５校に派遣いたしました。そのほか通訳、翻訳の依頼があったときには適宜対応い

たしました。 

 令和２年度の自己評価に関しましては、Ｂとしております。その理由でございますが、令和２

年度から日本語の習得状況を見取るアセスメントを取り入れました。そのことで、以前より適正

に指導時数を配当することが進みましたが、アセスメントの方法をさらに改善し、より効果的な

日本語指導につなげることが必要であると考えているためです。 

 課題といたしましては、外国につながりのある児童生徒が増加傾向の中で、日本語が全くでき

ない子の比率が高まっております。そのためには、さらなる指導時数の確保が必要になっている

という状況でございます。 

 そのことを踏まえまして、今後の取り組みといたしましては、引き続きアセスメントを行いま

して、適正に指導時数を配当し、日本語指導の充実を図ること、また、国際教室配置校を拠点と

して、近隣校が日本語指導についての情報を共有できるような、連携できる体制づくりを進めて

いくことも考えております。 

 以上でございます。 

○藤井委員長 ただいま担当課から説明がございました。 

 それでは、委員の皆さんからご質問をお願いいたします。田中委員、お願いいたします。 

○田中委員 外国につながりがある児童生徒がふえていく中で、日本の子どもたちと一緒に安心

して学校生活を送ることにご支援いただき、ありがとうございます。 

 私の子どもは、この春まで石川小学校でお世話になっておりました。学校の中では、昨年度は

なかったのですけれども、運動会のときにプログラムをつくっていただき、そういう場面でお手

伝いをしてくださっておりました。 
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 石川小学校を拠点としたサッカーチームに、現在国際教室に在籍されている児童がふえてきて

おりまして、最初のころはコミュニケーションが大丈夫かなと心配だったのですけれども、びっ

くりするぐらいどんどんスムーズになっていって、私自身もコミュニケーションを楽しませてい

ただきました。 

 私からは３点質問させていただきます。 

 現在、小学校に国際教室が６校ありますが、そこから進学する児童は、進学先に国際教室がな

い学区のところがあると思うのですけれども、国際教室が設置されている中学校に進学するのか、

それとも進学先でも、国際教室がなかった場合も変わらない支援を受けることができるのか、教

えてください。 

 ２つ目は、実際にアセスメントをどのように活用しているのか、もう少し具体的に教えてくだ

さい。 

 ３つ目ですが、課題のところに挙げていただいている状況をもう少し具体的に教えていただき

たいと思います。また、今後この課題に対してどのように取り組んでいくか、現在検討している

ことを教えてください。 

○教育指導課（坪谷課長） まず現在、国際教室が設置されている小学校から中学校に進学する

という場合に、国際教室に入級している全ての児童が、国際教室のある中学校へ進学できるとい

うことではございません。しかし、国際教室のない学校に進学した生徒につきましては、日本語

指導員による巡回指導が適切に行えるようにつなげて支援をしているという状況でございます。 

 また、アセスメントにつきましては、日本語指導をスタートするとき、また、年度末に、日本

語指導員さんの中で経験豊かな方にアセスメントを担っていただいています。その時点で、日本

語の習得状況がどのような感じかというのを把握しております。このアセスメントの結果から、

習得状況に合わせて、来年度の指導時数を何時間というふうに決定したり、日本語指導の継続の

必要があるか、終了できるかどうかというようなことも、アセスメントを活用して判断する材料

にしております。 

 また、この課題に対しての取り組みということで、日本語が全くできない児童生徒が、５年前、

２０１７年には４名と把握していましたが、昨年度、２０２０年度は１６名、そしてアセスメン

トを行って、その結果が出た今年度については３３名という状況でございます。日本語が全くで

きない子が、少しでも早く学校の生活になじむことができるためにも、やはり指導時間の確保が

必要で、そのために、今後もアセスメントをより適切な形で行っていき、日本語の習得状況に合

わせた指導時数とか指導方法につながるように努めていく必要があると考えております。 

○田中委員 今後も安心して学校生活が送れるよう、児童生徒、また保護者の方へのご支援をお

願いいたします。また、学校生活で取り組んだことが、小学校、中学校、そしてその先の学びや

生活につながっていけることを期待しております。 

○藤井委員長 続けて、安藤委員、お願いいたします。 

○安藤委員 ３つほどお聞きします。 

 日本語を母語としない児童生徒ですが、先ほど実績が出て、日本語が全くできない児童生徒が

三十数名いらっしゃって、ふえる傾向にあるということです。国際教室配置校というのはどのく
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らいあるのか。それから、実際どんな形で授業をやっているのか、簡単に教えていただければと

思います。 

 それから、日本語の指導員はどのくらいいらっしゃるのか。指導員は、指導されていていろい

ろ悩み事はいっぱいあると思うのですが、どんなことで悩んでおられるのかお聞きしたいと思い

ます。 

○教育指導課（坪谷課長） 先ほど日本語が全くできない人数を３３名とお伝えいたしたところ

ですが、それ以外に、少しはできるけれどもというような子など、日本語指導を必要とする児童

生徒は、今年度、現在２００名という状況でございます。 

 国際教室の配置校でございますが、小学校は３５校中６校に設置しております。また、中学校

は全１９校のうち３校に設置しております。国際教室の指導については、通常、在籍する学級に

いて、そのうちの何時間か国際教室に来て、その中で、個別だったり、複数だったりで、日本語

指導を受ける。また、子ども同士がそこに集まって、例えば母国の本とかが置いてあって、そう

いうものを見ながら、文化に触れたり、子ども同士が集って、安らぎの場になるというような活

動も行ったりしています。 

 また、国際教室を担当する教員が在籍の学級に入って、チームティーチングのような形で、そ

の子の個別支援というようなものを授業の中でも行っております。 

 また、日本語指導員の人数につきましては、現在、登録していただいている方が３２名でござ

います。 

 指導員の活動の悩みということですが、限られた指導時間の中で効果的な指導ができるように

ということで、それぞれの指導員さんも工夫をしてくださっております。その研修の機会とか、

スキルをアップさせるために、連絡会というものをこちらでもやっているのですが、そういうと

ころで、それぞれの方に合わせた必要な指導方法をいろいろと工夫していくことについては、そ

れぞれの指導員さんごとに悩みがあるかなというふうに捉えております。 

○藤井委員長 それでは、渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 私からは２つお聞きしたいと思います。 

 １つ目は、日本語を母語としないといっても、バックグラウンドはさまざまでしょうけれども、

そういったときに、通訳とか指導員の確保が難しいような言語はどのようなものがあったか、あ

れば教えていただきたいです。 

 ２つ目は、通訳はともかくとして、日本語指導等の補助などで、大学生のボランティアなどを

活用する可能性は今後あるでしょうかといったことを教えてください。 

○教育指導課（坪谷課長） 現在３２名の日本語指導員が、日本語指導や通訳、翻訳等も担って

いただいています。１０の言語に対応していただいているところですが、対応ができていない言

語もあると思いますので、そのあたりは後ほど指導主事よりお答えいたします。 

 先に大学生のボランティアのことをお答えさせていただきます。日本語指導にはある一定の専

門性が必要になってまいりますので、日本語指導員として大学生のボランティアというのはなか

なか難しい状況はあるかなと思います。学校のさまざまな教育活動の中で、現在、大学生のボラ

ンティアの方にはサポートしていただいて、非常に協力していただいているところですので、日
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本の生活習慣への適応というような視点を持って、また大学生ボランティアにもぜひ活動してい

ただきたいと考えております。 

○教育指導課（藤本指導主事） 対応が難しい言語についてでございますが、例えば具体的には

スリランカのタミル語、ウズベキスタンのウズベク語、モンゴル語、カンボジア語、また、セネ

ガルでは、フランス語やウォロフ語というような言語がございます。このような言語に対応がで

きないような現状がございますが、日本語指導につきましては、まず第２言語で、例えばスリラ

ンカですと、英語が通じるので、英語を媒介にしながら日本語指導を行っております。また、全

く対応できない言語につきましては、日本語で日本語を教えるという直接法という指導法がござ

いますが、そのような形で対応させていただいております。 

○渡邊委員 さすがに全世界の言語をそろえるというわけにはなかなかいかないと思いますので、

手探りで大変だとは思いますけれども、引き続き対応していただければと思います。 

○藤井委員長 私からは２点ほど質問をさせていただきたいと思います。 

 １点目は、国際教室配置校担当者会で話題に上がる支援事業の課題について教えていただきた

いと思います。 

 ２点目は、授業の中で、先ほどＴＴで入るというお話もあったように思うのですが、日本語指

導が生かされた事例があったら教えていただきたいと思います。これは授業に入っていくという

中での事例を教えていただきたいということです。 

○教育指導課（坪谷課長） まず、国際教室配置校担当者会で話題に上がった課題についてです。

国際教室の担当教員の中にも、かなり長い間担っている教員もいれば、初めてという方もいるよ

うな状況です。また、国際教室がない学校で外国人につながりのある児童生徒の支援をどのよう

にするかというところで困っているというのが課題になっております。 

 そのため、国際教室間とか、国際教室がない学校に対してなど、連携をして情報共有をしてい

くことが必要だという話題がよく出るところです。こんな教材が効果的だったとか、こういう指

導法が役に立つのではないかとか、あとは文化ですね、いろいろな宗教等も含めた文化に対応し

た配慮、そこがどのぐらいできることなのかというような情報共有等を、なるべく学校間でもで

きるようにという話題がよく出るところでございます。 

 また、授業の中でというところですが、基本的に日本語が全くわからないという子に対しては、

とにかく日常生活ですぐに対応できるようにということで、本当に簡単な、日常生活ですぐ使う

日本語の習得を第一に考えております。また、習得が進んでいる子については、授業の中で、生

活言語から学習言語へつなげて、教室の中で、授業でも困らないようにするための支援をしなく

てはならない。そういう視点を持って、日本語の習得のレベルに合った指導をすることで、授業

に生かしていくということをやっております。あまり具体的でなくて申し訳ございません。 

○藤井委員長 そうすると、授業の中でも生かしていくという取り組みはされているという理解

でよろしいでしょうか。――ありがとうございます。 

 もしかしたら、授業でも、例えばどういった教科なのかとか、そうしたところにも子どもの理

解の難しさもあるのかなと思いましたので、そういった手厚い支援といいますか、細やかな支援

もなお検討していただけたらと思います。 
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 委員の皆さまから、改めて質問の追加などございますか。――ありがとうございました。 

 それでは、皆さま、本当にお疲れさまでした。本日は点検・評価重点事業に係る各課からの事

業説明と質疑応答を行いました。 

 各委員におかれましては、これらの内容を踏まえまして、取組計画が教育振興基本計画におけ

る目的や方向性に合致しているか、取組の実績に対して課題の捉え方は適切か、今後の取組につ

いての考え方は適切かといった観点から講評を行っていただきます。あわせて教育振興基本計画

の５つの基本方針ごとの講評と総括的講評についてもまとめていきたいと思います。 

 

 （２）第２回藤沢市教育振興基本計画評価委員会の開催方法について 

○藤井委員長 続きまして、議題（２）「第２回藤沢市教育振興基本計画評価委員会の開催方法

について」に入ります。 

 本来であれば、次の委員会におきまして、各委員に講評を述べていただくところですが、新型

コロナウイルス感染拡大防止の観点から、昨年度と同様、第２回評価委員会を書面会議にて開催

したいと思います。つきましては、７月下旬を目途に報告書を取りまとめ、書面にてお示しした

いと思いますが、委員の皆様、いかがでしょうか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○藤井委員長 それでは、第２回評価委員会は書面会議にて開催いたします。 

 

２ その他 

 （１）今後のスケジュール 

○藤井委員長 最後に「その他」に移ります。 

 事務局から、今後のスケジュールについて説明をお願いいたします。 

○事務局（森） それでは、次第をご覧いただけますでしょうか。２「その他」、（１）「今後

のスケジュール」についてでございます。 

 ただいま藤井委員長からございましたとおり、第２回の評価委員会は書面会議にて開催をさせ

ていただきます。書面会議をもって完成した点検・評価報告書につきましては、８月の教育委員

会定例会にお諮りをいたしまして、９月の市議会決算資料として提出をさせていただきます。 

 また、市のホームページにおいても報告書を公開したいと考えておりますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 事務局からは以上でございます。 

○藤井委員長 ただいま事務局から説明がございましたが、何かご質問はありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○藤井委員長 それでは、以上をもちまして令和３年度第１回藤沢市教育振興基本計画評価委員

会を終了いたします。 

○事務局（森） 皆さま、大変お疲れさまでございました。 

 

午後２時５１分 閉会 


